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坂出市の学校再編整備計画検討の経過について 

 全国的な傾向と同様に，坂出市においても少子化に伴い児童生徒数が減少し続けてお

り，子どもたちの学習や学校運営等に支障が生じ始めています。 

このことから教育委員会としては，平成１９年に委員２５名で構成する「坂出市学校

再編整備検討委員会」を設置し，本市の望ましい教育環境の将来像について議論を重ね，

平成２０年４月に同検討委員会から答申書の提出を受け，答申で示された小中学校の適

正規模，適正配置の基本的な考え方，ならびに再編整備の具体的方策を尊重しながら再

編整備実施計画を策定しました。 

答申における学校再編整備の進め方は，前期（概ね５年以内），後期（概ね１０年以内），

将来構想の３段階の構成となっており，さらに，本市の将来人口予測における変動要素

があることや年少人口の推移を見極める必要から，「将来構想で掲げた再編整備計画は，

７年程度の後において，児童生徒数の動向や地域の状況をもとに改めて具体的再編計画

の検討を行うこととする」とされていました。 

 その後いくつかの小学校で再編整備が行われましたが，計画期間中の児童・生徒数の

減少が当初の想定より緩やかだったこともあり，その後は計画を尊重しつつも，後期計

画，将来構想ともに関係者へのヒアリングを実施し，現状維持としていました。 

 令和に入り，今後の学校施設の維持管理についての基本となる，「坂出市学校施設長寿

命化計画」の策定に着手。その際に学校施設の調査を行い，今後４０年間の維持管理に

係る費用について積算が行われ，多額な費用が必要であることが判明しました。 

併せて国においても，国の「GIGA スクール構想の実現」に向けてのネットワーク整

備と，児童・生徒１人一台端末の配備による教室環境の変化や，新型コロナウイルス感

染症の拡大により，いわゆる「新しい生活様式」が示された事により，「新しい時代の学

びを実現する学校施設の在り方について」の検討が行われており，学校施設の基準の見

直しが進んでいます。 

教育委員会としても，校舎の老朽化および今後のさらなる児童・生徒数の減少に対応

し，学校教育の継続を図ることを目的に，再度，学識経験者，小・中学校長の代表者，

保護者の代表者，住民の代表者の１０名で構成する「坂出市学校再編整備検討委員会」

を令和３年７月２９日に設置し，「坂出市学校再編整備実施計画」と「坂出市学校施設長

寿命化計画」を基に，児童生徒数の状況と今後の予測，「新しい時代の学びを実現する学

校施設の在り方について」や，「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手

引」等も含め，平成２０年度には無かった「小中一貫校」や「義務教育学校」といった

新しい学校の形や，全国的に整備が進んでいる先進事例も参考に，本市の望ましい教育

環境の将来像についてこれまで活発に議論を重ねてきたところです。 

このほど，同検討委員会では「中間とりまとめ」を行ったことから，市教育委員会と

しては，このとりまとめの趣旨に沿った新しい「坂出市学校再編整備素案」を作成・公

表し，市民皆様からのご意見を頂くこととしました（パブリックコメントの実施）。 

そして，集約したご意見を同検討委員会に報告し，最終的な答申に反映してまいりた

いと考えています。 
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以下，同検討委員会での審議の経過の概略について説明しますので，パブリックコメ

ント実施の際の参考にして頂きたいと思います。 

なお，当資料に掲載している資料や会議の内容は，紙面の関係等で省略したところが

ありますので，会議録の要約版や会議資料（非公開としたものを除く。）の原本（写し）

を参照したい場合は，坂出市の公式ホームページ，または教育委員会教育総務課に備え

付けの資料を閲覧して頂けるようお願いします。 
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■第１回学校再編整備検討委員会 令和３年７月２９日開催 

（主な議題） 

１．諮問及び諮問理由について 

２．配付資料の説明について 

 （1）はじめに（学校の再編整備に向けて） 

 （2）学校規模の最適化（再編整備）に関する国等の考え方 

 （3）本市の児童生徒数の推移 

 （4）児童生徒数の最近１０年間の動向 

 （5）本市の若年人口について 

（議題の概略説明） 

１． 諮問及び諮問理由について 

（１）諮問事項 

１．坂出市立小・中学校の適正規模・適正配置の基本的な考え方について 

２．坂出市立小・中学校の再編整備（再編整備）の具体的方策について 

（２）諮問理由 

・2053 年には日本の総人口は 1 億人を下回ることが予測され， 人口構成も大幅に変化し

65 歳以上の高齢人口が 14 歳未満の若年人口の割合を上回り，15 歳から 64 歳の生産年

齢人口は 2017 年の 7,596 万人（総人口に占める割合は 60.0%）が 2040 年には 5,978 万

人（53.9%）と減少することが推計されている。 

・香川県の人口も， 2010（平成 22）年には１００万人を割り込んでおり，３０年後の 2040

（令和 22）年には約８１.５万人へ減少すると予測される。 

    ・本市の市立学校の統計では，小学校児童は 1958（昭和 33）年の９，７９３人から 2021（令

和 3）年の２，１８１人へ，約６０年の間に２２．３％と減少しました。また中学校生徒

も同様に，1962（昭和 37）年の５，２０５人から 2021（令和 3）年の１，１２２人へ２

１．６％と減少。 

    ・その間，学校の統廃合は，昭和３８年に旧の林田・加茂・府中・王越・松山の５中学校が

白峰中学校として，また昭和５０年には旧川津中学校と坂出中学校が新しく坂出中学校と

して統合され，また平成１２年度から与島小学校，平成１４年度から与島中学校，平成１

７年度から沙弥小学校，平成１８年度からは沙弥中学校がそれぞれ休校となり，与島小・

中学校は平成２０年度で廃校となった。 

その後， 平成２２年度に中央と西部，休校中の沙弥の各小学校が新しく坂出小学校とし

て，沙弥中学校は坂出中学校と統合され，平成２３年度には王越小学校が松山小学校と統

合されており，平成３０年度からは櫃石中学校と平成２８年度から休校中であった櫃石小

学校が廃校となり，令和３年度からは岩黒小・中学校が休校となっている。 

・その他の学校においても児童生徒数が減少し，当分の間は休校せずとも形式的には存続が

可能とはいえ，学校運営はもとより，スポーツ少年団等の活動にも支障が生じ始めている。

また，校舎の多くは改築時期が迫っており，昨年度策定した「坂出市学校施設長寿命化計

画」によると，今後同規模で各校を維持する場合の工事費用が４０年間で約４９２億円必

要であるとの試算が示されている。 
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・教育委員会としては，早急に本市の適正な学校規模のあり方を研究し，学校再編と教育環

境の整備を図るため，平成２０年に策定した「坂出市学校再編整備実施計画」と昨年度策

定した「坂出市学校施設長寿命化計画」を基礎資料とし，新たな「学校再編整備計画」を

策定していく必要があると考えている。 

  

２． 配付資料について 

（１）はじめに（学校の再編整備に向けて） 

・ 諮問理由にあるように，早急に本市の適正な学校規模のあり方を研究し，学校再編

と教育環境の整備を図るため，平成２０年に策定した「坂出市学校再編整備実施計

画」と昨年度策定した「坂出市学校施設長寿命化計画」を基礎資料とし，新たな「学

校再編整備計画」を策定していく必要があると考えている。 

・ 学校の再編（学校規模の最適化）整備に向けた考察は，国・県の考え方を踏まえ，

人口推移の動向を予測したうえで，効率的かつ特別支援教育に対応可能なハード面

の整備と，教育効果が上げられるソフト面の施策の両面を織り込んだ，本市にとっ

て望ましい教育環境の将来像を描くものとする。 

 

（２）学校規模の最適化（再編整備）に関する国等の考え方 

    ①再編整備に関係する法律及び通達 

    ・ 国は，法令で市区町村の設置義務を課し（学校教育法第 29 条），また学級規模の適正

化のために教職員定数の標準を示している（公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員

定数の標準に関する法律）。 

    ・ 昭和３１年文部次官通達や平成２７年に発出された「公立小学校・中学校の適正規

模・適正配置等に関する手引」等により，学校再編整備の場合の規模が示され，児童

生徒の通学距離は，通常の場合，小学校児童にあっては「４キロメートル」，中学校生

徒にあっては「６キロメートル」の基準はおおよその目安として妥当である。 

・ 昭和４８年通達では，無理な統合で紛争や著しい通学困難が生じないように，児童生

徒や学校，地域の実情に合わせるよう次のように修正がなされた。 

      ア）教育の効果を考慮し，地域の実情に即して実施すること。 

      イ）将来の児童生徒数の増減を考慮して計画的に実施すること。 

      ウ）住民に対する啓発について特に意を用いること。 

     ・「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」には改めて，①各市町村が

学校統合の適否やその進め方，小規模校を存置する場合の充実策等について検討したり，

②都道府県がこれらの事柄について域内の市町村に指導・助言・援助を行ったりする際

の，基本的な方向性や考慮すべき要素，留意点等を取りまとめられた。 

     ・令和３年１月，約４０年ぶりに公立小学校の学級編制基準を改正し，令和３年度から５

年かけて，全学年を１クラスあたり３５人に引き下げることとなった。 

    ②学校の規模 

学校規模については，学校教育法施行規則第 17条（小学校）・第 55 条（中学校）にお

いて，「１２学級以上１８学級以下を標準とする。ただし，地域の実態その他により特別

の事情のあるときは，この限りでない。」とされている。 



―- 5 -― 

また，昭和５９年文部省の資料「これからの学校施設づくり」には，次のように学級数

による学校規模の分類が示されている。 

学校規模 過小規模 小規模 適正規模 

学校統合

の場合の

適正規模 

大規模 過大規模 

学級数 １～５ ６～１１ 
１２～ 

 １８ 

１９～ 

２４ 

２５～ 

 ３０ 
３１以上 

    ③学級の規模 

      香川県の学級編制基準は，国が定めた学級編制基準と同じ１学級の規模は「３５人」で

ある。 

 （２）本市の児童生徒数の推移について（公立） 

                   （学校基本調査 各年５月１日現在）（単位 人） 

年 小学校 増減% 中学校 増減% 

昭和３０年 ９，４６８  ４，１９３  

昭和３５年 ８，１２４ △14.2 ４，３７４ 4.3 

昭和４０年 ５，３０１ △34.7 ３，３８８ △22.5 

昭和４５年 ５，００２ △5.6 ２，３０７ △31.9 

昭和５０年 ５，１７９ 3.5 ２，１３７ △7.4 

昭和５５年 ６，０１６ 16.2 ２，３００ 7.6 

昭和６０年 ５，５８４ △7.2 ２，８４９ 23.9 

平成 ２年 ４，２９９ △23.0 ２，５２６ △11.3 

平成 ７年 ３，５２４ △18.0 １，９６３ △22.3 

平成１２年 ２，９３６ △16.7 １，６４８ △16.0 

平成１７年 ２，６８３ △8.6 １，３７０ △16.9 

平成２２年 ２，５８０ △3.8 １，２１５ △11.3 

平成２７年 ２，４６２ △4.6 １，１８６ △2.4 

平成３０年 ２，３３１ △5.3 １，１５７ △2.4 

令和元年 ２，２８１ △2.1 １，１４１ △1.4 

令和２年 ２，２４４ △1.6 １，１２１ △1.8 

令和３年 ２，１８１ △2.8 １，１２２ 0 
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 （３）児童生徒数の最近１０年間の動向 

①小学校 

     学校の適正規模は前述のとおり「１２～１８学級」が標準であり，１学年２学級以上，全

６学年で１２学級以上であり，上限は平均的には１学年３学級までとなる。 

令和３年５月１日時点の各校における児童数及び学級数を見たとき，適正規模校は３校

（坂出小・東部小・川津小）のみであり，５校（金山小・林田小・加茂小・府中小・松山小）

が小規模校，２校（西庄小・瀬居小）が過少規模校となっている。。 

  この１０年間では，全体で平均約１４．１％の減少があるり，特に減少率が大きいのは，

西庄小，府中小及び瀬居小で，瀬居小は令和４年度から閉校予定である。旧市街の小学校で

は東部小の減少率が高く，林田小，松山小の減少率もやや高めに推移している。 

②中学校 

     学校の適正規模は小学校の場合と同様，「１２～１８学級」が標準であり，１学年４学級

以上，全３学年で１２学級以上であり，上限は平均的には１学年６学級までとなる。 

     令和３年５月１日時点の各校における生徒数及び学級数を見たとき，適正規模校は２校

（坂出中・白峰中）のみであり，１校（東部中）が小規模校，１校（瀬居中）が過少規模校

となっている。 

  この１０年間では，全体で平均約 7.7％の減少がある中で，瀬居中が大きな減少率を示し

ている。坂出中は増加，東部中は平均より減少率が低く，白峰中は平均よりやや高めで減少

している。 

 （４）本市の若年人口について 

     出生数の推移をみると，今後数年間で急激に小学校新入生が減少し，同割合で人口が推移

した場合，現在の小学校数を維持すると，1学年一桁の児童数となる小学校が，複数発生す

る状況となることが予想される。 

令和 3年 4月 1日現在（住民基本台帳人口） 

校区名 0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 歳 5 歳 6 歳 7 歳 

坂出 58 70 78 93 104 90 118 91 

東部 55 62 56 52 46 60 61 62 

金山 30 30 33 35 34 37 37 39 

西庄 7 7 7 6 4 2 5 8 

林田 33 40 39 48 56 60 54 70 

加茂 17 17 15 22 24 30 29 29 

府中 10 16 15 15 26 20 33 21 

川津 47 46 47 40 50 40 41 66 

松山 11 19 18 15 32 20 24 22 

瀬居    1 4   2 5 3 2 

岩黒            1     

計 268 308 312 326 378 365 405 410 

市立学校生 233  268  272  284  329  318  359 356 

※0 歳～5歳は予想値 
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校区名 8 歳 9 歳 10 歳 11 歳 12 歳 13 歳 14 歳 

坂出 108 109 118 96 118 99 113 

東部 48 60 57 78 79 65 72 

金山 35 39 43 31 39 54 38 

西庄 12 4 12 14 13 16 10 

林田 46 64 64 42 59 60 70 

加茂 29 38 34 39 28 31 33 

府中 26 22 31 24 31 31 20 

川津 54 45 50 47 56 53 51 

松山 20 28 31 34 36 27 28 

瀬居 2  1 5 3 4 5 

岩黒              

計 380 409 441 410 462 440 440 

市立学校生 336 371 387 372 384 363 375 

 

 

３．第１回検討委員会の意見等（概要）について 

委  員  学級規模の適正については，子どもの成長にとって，様ざまな人と触れ合うという観

点から，1 学年あたり 2～3 クラスが望ましいと思う。しかしながら若年人口数をみる

と，0 歳～3 歳児は 300 人を割ってきており，校区別では大幅に減少している所もある

ことから，5 年・10 年先の人口を見据えて，議論を進めていく必要があると思う。 

委  員  王越地区のように，子どもの減少による統廃合でその地域に学校がなくなると，その

地域の活力が失われ，過疎化はさらに進んでいく。また，統廃合によりその地区から学

校がなくなると，その地域だけでなく，学校跡地についても考える必要があると思う。 

委  員  学級規模の適正を下回るから，機械的に統廃合を進めていくのはいかがなものかと

思う。学校が地域の活性化としての役割があることや，地域の事情を考慮して，統廃合

については慎重に検討していく必要があると考える。 

委  員  前回の学校再編整備実施計画（平成 20 年）と今回の配布資料において，通学距離の

適正距離に差異が生じているが。 

事 務 局  今回の配布資料の数値は国の手引きからの引用によるものです。数値の差異につい

ては，スクールバス等の活用による時代の変化の影響を受けたものと考えられます。 

委  員  前回の学校再編整備実施計画（平成 20 年）における後期計画・将来構想においては，

人口減少が想定よりも緩やかであったため，現状維持のままであった。しかし，少子化

が進んでいることや予算面により，統廃合は避けて通れない問題と感じている。地域住

民に統廃合を説明する上では，施設の老朽化という面ではなく，子どもの教育力の向上

という視点が鍵になるのではないかと考える。 

委  員  今の適正が今後の適正であるとは考えにくく，通学距離等において国が示す指標に

おいても，現実との乖離が生じていると思う。また，この検討委員会では，どのように



―- 8 -― 

結論を持っていくのかということが漠然としているように感じる。 

会  長  この検討委員会の構成委員においても，学識経験者や教育関係者，地域等の様々な構

成委員が集まっていることから，意見が一つにまとまることは難しいものかと思いま

す。前回の検討委員会においても，これからの学校教育の在り方について考えるきっか

けとなりましたので，検討委員会を通じて，最終的には委員の願いや思いが答申という

形で出せればと考えております。 

 

（注）「意見等の概要」は，既に公表している会議録の概要版に基づいて，さらに要約したものです。

この中で，委員の発言はいわゆる「である調」で，また，議長（会長），教育長及び事務局の発言は

「ですます調」で字句を調整しています。（以下，第２回検討委員会以降も同じです。） 
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■第２回学校再編整備検討委員会 令和３年９月１４日開催 

（主な議題） 

１．「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について」の中間報告について 

２．児童数の将来予測 

３．小規模校のメリット・デメリット 

４．教職員用アンケートについて 

（議題の概略説明） 

１． 「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について」の中間報告について 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 児童数の将来予測について 
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・2022 年～2031 年の児童生徒数の推計値 

 

年 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 

児童数(人) 2,135 2,092 2,035 1,950 1,880 1,781 1,722 1,655 1,624 1,580 

生徒数(人) 1,080 1,070 1,023 1,021 985 1,020 978 974 886 847 

（推計値：坂出市の出生数及び、出生数の回帰分析に基づく推計値） 

 

・回帰分析による出生数予測 

    基になるデータ 過去 15年の実績  過去 10年の実績   過去 5年の実績 

年度 人数 人数 人数 
2006 440  

 

 

2007 440  

2008 462  

2009 410  

2010 441  

2011 409  409  

2012 380  380  

2013 410  410  

2014 405  405  

2015 365  365  

2016 378  378  378  

2017 326  326  326  

2018 312  312  312  

2019 308  308  308  

2020 268  268  268  

2021 288.3  273.2  247.0  

2022 276.4  258.1  223.2  

2023 264.5  243.1  199.4  

2024 252.6  228.0  175.6  

2025 240.7  212.9  151.8  

2026 228.8  197.8  128.0  

2027 216.9  182.8  104.2  

2028 205.0  167.7  80.4  

2029 193.1  152.6  56.6  

2030 181.2  137.5  32.8  
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※回帰分析とは，結果となる数値と，その要因となる数値の関係を調べて，それぞれの関係

を明らかにする統計的手法である。 

要因となる数値を「説明変数」といい，結果となる数値を「被説明変数」という。 

回帰分析は，事象の予測・シミュレーション，検証，要因分析などを行うときに用いられる。 

○計算式は， 

  （単回帰分析）y=a + bx 

   の式（回帰式）で表される。 

今回の児童数の予測では，年齢（時間の経過）を横軸（Ｘ＝説明変数）とし，児童数を縦軸

（Ｙ＝被説明変数）で回帰式を求めたものである。 

 

 ３．小規模校のメリット・デメリット 

◎総合的な観点 

小規模校では，学校での学習や運動などにおいて，一人ひとりの個性や特性に応じたきめ細や

かな指導が実現できるなどのメリットがある。 

しかしながら，集団生活の中で互いに競争して切磋琢磨したり，集団生活における規律や規範

意識を学んだりする機会が少ないことにより，進学先の学校や社会などの大きな集団において，

個性や長所を十分に発揮できにくくなる傾向があるなどのデメリットが指摘されており，ある

程度の規模（適正規模）による学校教育が必要と思われる。 

 

 ４．教職員用アンケートについて 

  ・市内小中学校の教職員にアンケートを実施する 

 

５．第２回検討委員会の意見等（概要）について 

（「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について」の中間報告について） 

委  員  新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方において，オープンスペース（柔軟で

創造的な学習空間）の確保が挙げられているが，発達障がいを抱える子どもや周りの刺

激に敏感な子どもにとっては，落ち着きがなくなるのではないかということが懸念さ

れる。 

委  員  コロナ時代において，児童生徒間での十分な間隔が確保されていないと不安を抱く

子もいるので，学校は安心・安全な場を確保していくことが大事だと思う。また，「主

体的・対話的で深い学び」が教育として重要となっている今，小人数グループで話し合

い，大人数グループで検証し，学び合うという過程を経る中においては，1クラスの集

団は最低でも 20名程度は必要ではないかと考える。このような教育を実現する上では，

本市の出生人数が激減している状況を考慮し，将来を見据えた校区編成を行っていく

必要があると考える。 

 

（児童数の将来予測に関して） 

委  員  本市の年齢別人口を見ると，0 歳児と 90 歳がほぼ同数であり，衝撃を受けた。人口

減少のピークを踏まえ，今後人口が回復する見込みはあるのか。  
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事 務 局  本市は現在，高齢者数が増加しておりますが，今後は高齢者の人数も減っていくこと

が予想されています。人口が増加するには，出産数を増加させる必要がありますが，子

育て世代の数が減少している状況下において，人口が回復する見込みは難しいと思わ

れます。 

会  長  大都市圏と地方都市圏で出生数を比較した場合，地方都市圏の方が高くなっている

ことからも，若い人を本市のような地方都市に呼び込み，働く場所と子育てのしやすい

環境を整えることが大事だと思われます。 

 

（小規模校のメリット・デメリットに関して） 

委  員  少人数の環境に慣れると，今後の大人数の社会集団において人間関係に支障を生じ

る可能性があると思われるので，社会性を育てる意味では，ある程度の規模が必要なの

ではないかと思う。 

委  員  学校運営においては，生徒数に関係なく，たとえ少人数の小規模校であったとして

も，中規模校と謙遜のない費用がかかる。生徒が数人いるような学校は，手厚い教育環

境を受けることができるのかもしれないが，予算面も含めて考えていく必要があると

思う。 

委  員  現在，中学校で部活動をする子としない子の中には，クラブチームという選択肢があ

る。その中で，部活動をする子は，クラブチームに参加する程ではないけれども，何か

活動をしたい子どもが多いのではないかという印象を受けている。市で 1 つの大きな

チームを作り，その中でチームを分けることが出来れば，活動人数に差が生じるという

ことは解消されるのではないかと思う。 

委  員  県内の一部の学校では，少子化においても生徒数を増加させている学校がある。学校

の教育環境を整備することで，外部の保護者から選ばれる学校にすることが少子化に

おいては重要であると思う。 

 

（教職員用アンケートについて） 

会  長  アンケートはいつ実施する予定でしょうか。 

事 務 局  この案の内容で検討委員の皆様に了承していただきましたら，当検討委員会の終了

後に実施いたします。 

会  長  この内容で実施してよろしいでしょうか。 

委  員  （委員による審議） 

会  長  特に意見がないようですので，この内容でアンケートの実施をお願いします。 

 

（教職員用アンケートについて） 

事 務 局  欠席委員より，今回の資料に関する意見がありますので，事務局よりご紹介いたしま

す。 

      （欠席委員の意見を紹介） 

会  長  委員より，教育の質という観点における小規模校のデメリットと，小中併設校の設置

についての意見が挙げられておりましたが，小中併設校の設置については，平成 20 年
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度の検討委員会の当初にはなかったものです。今後は小中併設校も選択肢の一つとし

て検討していく必要があるのではないかと思います。 

      これまでを踏まえ，委員の皆様からご質問やご意見等はありますのでしょうか。 

委  員  あるテレビ番組の中で県内の住みごこちランキングが先日紹介されていたが，坂出

市はランキング圏外という結果になっていた。本市の人口減少は目に見えているので，

市外の保護者の方が坂出市の学校に通わせたいと思われるような教育環境を整備して

いくことが大事だと思う。その中で，小中併設校は魅力を高めるための一つの選択肢で

あるように感じた。 
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■第３回学校再編整備検討委員会 令和３年１０月２８日開催 

（主な議題） 

１．教職員用アンケート結果について 

２．坂出市内各校区の通学距離について 

３．小中一貫教育校について 

（議題の概略説明） 

１．教職員用アンケート結果について 

 調査概要 

(1)  調査目的 

・小中学校の児童生徒数や学級数の規模等について、教職員に対してアンケートを実施し、

学校施設の今後のあり方を考える基礎資料とする。 

(2)  調査方法    (3)  調査対象者  (4)  調査期間 

・Web アンケート  ・教職員 283 名  ・令和 3 年 9 月 29 日（水）～10 月 8 日（金） 

(5)  調査項目 

a）属性 

・通勤学校 

b）学校規模・学級数          

・小学校 1 学年の望ましい学級数    

・中学校 1 学年の望ましい学級数    

・小学校 1 学級の適切な人数      

・中学校 1 学級の適切な人数      

・１学年 1 学級の特徴         

c）通学距離 

・小学校の通学距離 

・中学校の通学距離 

d）通学方法 

・小学校の望ましい通学方法 

・中学校の望ましい通学方法 

e）通学経路              

・通学経路の問題点          

f）その他               

・余裕教室がなくなった場合の問題点 

・学校施設の整備状況 

・地域コミュニティ活動 

・勤続年数 

（6）回答数 

・回答数は 235 件 

※資料内容が複雑かつ大量につき省略します。 

（市公式ホームページ等を参照，または教育委員会に備え付けの資料で閲覧してください） 

学校名 教職員数 回答数 回答率 割合 

坂出小学校 37 30 81.1％ 12.8% 

東部小学校 26 20 76.9％ 8.5% 

金山小学校 14 11 78.6％ 4.7% 

西庄小学校 13 13 100％ 5.5% 

林田小学校 22 13 59.1％ 5.5% 

加茂小学校 14 12 85.7％ 5.1% 

府中小学校 16 12 75％ 5.1% 

川津小学校 21 18 85.7％ 7.7% 

松山小学校 15 15 100％ 6.4% 

瀬居小学校 2 2 100％ 0.9% 

坂出中学校 33 21 63.6％ 8.9% 

東部中学校 27 26 96.3％ 11.1% 

白峰中学校 35 35 100％ 14.9% 

瀬居中学校 7 7 100％ 3.0% 

合計 283 235 83％ 100.0% 
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２．坂出市内各校区の通学距離について 

(1)  通学距離の目安 

・「義務教育諸学校の施設費の国庫負担等に関する法律施行令」では、小学校の通学距離はおお

むね 4km 以内、中学校ではおおむね 6km 以内とされている。 

(2)  通学距離の現状（小学校） 

・松山小学校と府中小学校を除いた他の小学校は、おおむね 4km 圏内に収まる。 

・4km 圏外の地域は、松山小学校は北部地域の旧王越小学校区、府中小学校は高松自動車道以南

の地域となる。 

(3)  通学距離の現状（中学校） 

・旧王越小学校区と府中小学校の南部地域を除いて、おおむね 6km 圏内に収まる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・小学校の通学距離              ・中学校の通学距離 

 

 

３．小中一貫教育校について 

小中一貫教育を初めて導入したのは広島県呉市であり，平成 10（2000）年度に，文部省から，

研究開発学校の指定を受け，３小学校と１中学校を統合した。導入のねらいは，義務教育 9年間

を修了するにふさわしい学力と社会性の育成，中 1 ギャップの解消，自尊感情の向上とされた。

平成 13（2003）年には，構造改革特別区域研究開発学校制度が創設され，平成 19（2008）年に

は，教育課程特例校制度が創設（特区研発の全国展開） ，小中一貫校導入のハードルが大きく

引き下げられることになった。 

 その後，自治体や学校現場での取組が１０数年以上にわたって蓄積され，顕著な成果が明らか

になったことから，教育再生実行会議の第５次提言や中央教育審議会答申を経て，平成 27（2015）

年６月の通常国会で，「義務教育学校」の設置を可能とする改正学校教育法が成立し，平成 28

（2016）年４月１日，改正学校教育法が施行され，小中一貫教育が制度として全国的に開始され

ている。 



―- 16 -― 

義務教育学校は，「学校教育制度の多様化及び弾力化を推進するため，現行の小・中学校に加え，

小学校から中学校までの義務教育を一貫して行う」学校であり，初等教育と，中等教育の一部の

合計 9年間の課程を一体化させた学校である。 

   香川県内でも，高松市および東かがわ市において小中一貫校が整備されており，教育の充

実と学校施設の整備・維持の点からも有効な整備方法と言える。 

 

４．第３回検討委員会の意見等（概要）について 

（教職員用アンケート結果について） 

委  員  小学校の場合，6 年間あるので，子どもが人間関係において，何かあった場合にクラ

ス分けが出来る 2～3 学級程度の学級規模は必要だと思う。また，通級指導や特別支援

教育の教室や，個別にクールダウンするための教室も必要だと思う。学級規模について

は，先生が一人一人の生徒に目が十分に届くことが可能である 20 人程度が良いのでは

ないかと思う。 

委  員  中学校の場合，教科担任制ですので，学年団として 1 学年全員の授業を担任として

生徒の把握が出来ることや，教員の負担を考慮して，4～5 学級が望ましいのではない

かと思う。また 2 学級の場合，学校行事を行った際に，常に勝敗が分かれる結果とな

り，少し寂しい感じがあるので，3 学級は最低でもあった方が良いのではないか。 

委  員  先生がクラスの生徒一人一人に目が届くのかという観点において，35 人程度の学級

規模は少し多いのではないか。 

委  員  教室の広さの基準は決まっているはずなのに，40 人から 35 人への学級規模に縮小

しても，子どもの荷物が増えているせいなのか，教室は相変わらず狭まく，ゆとりはあ

まり感じられない。 

会  長  ここでの教職員用アンケート結果は，これから学校規模の基準を考える際の大きな

基準になろうかと思います。 

 

（坂出市内各校区の通学距離について） 

委  員  通学路の選定は保護者あるいは学校単位で決めているのか。 

事 務 局  昔は学校単位で決めておりましたが，現在は多くの学校で危険な場所の情報を保護

者に提供した上で，通学路を保護者に決めていただくようにしております。 

委  員  小学校の通学距離は 4 ㎞以内が適切であるとされているが，最近は保護者の送迎が

増加しているように感じる。そのため，適切な通学距離はあまり意味をなさないのでは

ないか。 

委  員  かつて田んぼの中にあったような学校は，道が狭くて通行量が少なく通学路として

は適切だった。しかし，造成により団地が出来ると，自動車の通行量が増え，道に広が

って通学して危ないという声等により，通学路を変更せざるを得ないことがある。学校

だけでは，地域の道路事情を把握しきれないことから，適切な通学路の選定が難しく，

地域や保護者，学校，行政が協力しながら通学路を決めていく必要がある。 

委  員  送迎をされている保護者の方は，各ご家庭の判断なので，送迎を前提として話を進め

るべきではない。これから統廃合の話が進んだとして，通学距離が遠くなってしまう場
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合には，送迎を前提とするのではなく，通学距離についてはある程度の線引きが必要に

なってくるのではないか。 

委  員  通学路の安全性の確保において，中学生になると部活で帰宅時間が遅くなるので，帰

宅時の照明の暗さが気になる。 

事 務 局  街灯の設置については市役所の共働課が窓口になりますので，そちらにご連絡いた

だけたらと思いますが，ただ田舎の方では，街灯の灯りで農作物に影響が出るという声

から地元での許可が得られず，街灯の設置が難しいという実情があります。 

委  員  教職員のアンケート「（6）通学経路の問題点について」において，「道路や歩道の整

備状況が悪い箇所がある」が 4 分の 1 を占めており，対応はどうなっているのか。 

事 務 局  先日，学校関係者と市教育委員会，市の建設課で通学路の安全点検を実施しており，

その結果を踏まえて対応の方を進めてまいります。 

会  長  通学距離については，国の適正な基準に基づき，その基準を超えるものについては，

校区の実情に応じて通学の手段を確保すること，そして安全面の確保に努めるという

点で原案を進めていけたらと思います。 

 

（小中一貫教育校について） 

委  員  前回の出生数による回帰分析の資料を見ると，子どもの数の急激な減少が目に見て

いるので，もう少し長期的な視点で見据えていく必要があるのではないか。 

委  員  小中一貫教育により，小学生と中学生が同じ環境に居ることは，異学年交流が可能に

なるので，学校の勉強だけでは学ぶことができないようなことが可能となり，子どもの

成長に役に立つのではないか。 

委  員  SNS 等で今は大人の目に見えない所で問題が起きている時代なので，小学生と中学

生が同じ環境に居ることで，中学生が小学生に悪い影響を与えてしまうのではないか

ということが懸念される。 

会  長  小中一貫校の併設については，メリット・デメリットを把握した上で，費用対効果

を念頭に置いて，今後検討していく必要があるのではないかと思います。 
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■第４回学校再編整備検討委員会 令和３年１１月２４日開催 

（主な議題） 

１．前回の計画と児童・生徒数による再編案について 

２．保護者・生徒用アンケートについて 

３．学校施設長寿命化の費用について（概算） 

 

（議題の概略説明） 

１．前回の計画と児童・生徒数による再編案について 

 

区  分 学校再編の方向 令和 3年の状況 

前 期 

(概ね５年以内） 

旧市内等 

※中央小・※西部小・※沙弥小 

瀬居小 

※再編整備済 

瀬居小：在籍 3名 

令和 4年度在籍無 

坂出中・瀬居中・沙弥中 

沙弥中：閉校 

瀬居中：在籍 9名 

令和 4年度入学無 

白峰校区 ※松山小・※王越小 ※再編整備済 

後 期 

(概ね１０年以内） 
旧 市 内 坂出中・東部中 

坂出中：425 名 

東部中：256 名 

将来構想 

旧 市 内 東部小・金山小 
東部小：347 名 

金山小：147 名 

島 嶼 部 

岩黒小・櫃石小 
岩黒小：休校 

櫃石小：閉校 

岩黒中・櫃石中 
岩黒中：休校 

櫃石中：閉校 

白峰校区 

王越小・松山小・林田小・ 

（西庄小） 

王越小：松山小と再編 

松山小：161 名 

林田小：300 名 

（西庄小：45 名） 

加茂小・府中小・（西庄小） 

加茂小：214 名 

府中小：114 名 

（西庄小：45 名） 

※ 白峰中学校区では統合の組合せが複数考えられます。 

 ※    が再編済み校 
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２．保護者・生徒用アンケートについて  

 ・小学５年生と中学２年生の保護者および中学２年生生徒に教職員と同様のアンケートを行

う 

 

３．学校施設長寿命化の費用について（概算） 

※資料内容が複雑かつ大量につき省略します。 

（市公式ホームページ等を参照，または教育委員会に備え付けの資料で閲覧してください。） 

 

４．第４回検討委員会の意見等（概要）について 

（前回の計画と児童・生徒数による再編案について） 

委  員  学校再編の中で，地域の拠点となる学校が無くなることは死活問題だ。今後再編を進

めていく場合には，校区の中に幼稚園や小学校，中学校のいずれかが残り，地域の人が

これからも社会教育に携われる場所を残して，再編を進めていければと思う。 

委  員  県教育委員会では，今年度から「せとうち留学制度」を導入している。また全国的に

も教育移住のような制度を導入し，一定の成果を挙げている自治体もあるので，将来的

にはこのような制度も活用していかなければならないと思う。 

委  員  附属坂出小学校・中学校に通う子どもの中には，JR 等の公共交通機関を利用してい

る生徒がいることからも，通学手段には徒歩やスクールバスだけでなく，公共交通機関

も一つ検討していく必要があるのではないか。 

委  員  前回の検討委員会の資料で「特色のある教育」の推進が挙げられてたので，再編を行

う時には，市としてどのような「特色のある教育」を打ち出していくのか，という視点

を持って，再編も考えていく必要があるのではないか。 

委  員  校区ごとの子どもの人数だけを追っていくと，子どもが少なくなったから統合，さら

に少なくなったから統合を繰り返すだけになり，最終的には市内に学校を 1 つにした

方が良いという結論になりますので，外部からでも坂出市の学校に通わせたいと思え

るような，教育方針や学校施設等の面を踏まえた再編を行っていく必要がある。 

委  員  近所付き合いや地域の繋がりは小学校区によるものが大きいため，地域住民は特に

小学校に対する思いが強い。統合により学校が無くなった後も，地域の繋がりをどう確

保していくかということも考えなければならない。 

委  員  王越小学校が廃校になる時，地域住民からの大反対があったが，廃校後に「交流の里

おうごし」が出来たことで，今は施設の利用者に地域住民の方が鯛飯を炊いたり，ミカ

ン狩りの体験機会を招いたり等の活動をすることで，学校に代わる新たな地域の拠点

となっている。統廃合により，学校が無くなるときには，地域の拠点となるような場所

も考えていかなければならない。 

委  員  学校再編を考えるとき，小学校区と中学校区のどちらかを基準として選び，落とし込

めるような再編を考えていくことが現実的である。ただ，現在の校区が適正であるの

か，今一度見直していくことが必要だ。 

委  員  金山小学校の場合，坂出中学校と東部中学校の校区に分かれ，同じ中学校に進学出来

ないというジレンマがありますので，校区については今一度見直すべきという意見に
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賛同する。 

 

（保護者・生徒用アンケートについて） 

委  員  アンケートのタイトルから，アンケートの趣旨や目的が伝わらないのではないかと

思うので，「学校再編」の言葉をどこか入れてはどうか。 

事 務 局  その他の自由記述の箇所で「学校再編」に触れるように修正致します。 

委  員  問 4 の「今後 1 学年 1 学級の小規模校が増えることが予想されます。」の箇所だが，

中学校の場合は 1 学年 1 学級になるのがだいぶ先の話になるのでないかという印象を

持たれるかもしれないので，表現を変えた方が良いのではないか。 

事 務 局  今後 1 学年 1 学級の小規模校の後に「中学校での団体競技の部活動等に支障が出る

こと等」の記載を加えるよう修正致します。 

委  員  WEB 回答の場合，回答率の把握が難しいために，回答率があまり伸びないのではな

いか。 

事 務 局  回答率については，日々こちらで集計可能ですので，回答率が低い場合には，回答を

促すようにします。 

 

（学校施設長寿命化の費用について（概算）） 

委  員  費用の概算で 2 年に渡って同じ金額を計上しているのは，継続して同じ工事を実施

しているという認識でよいか。 

事 務 局  はい。なお，この費用は工事を実施するに際して，単純に工事費とその年数を平準化

したものになります。また実際に工事をする時には，この金額に加えて諸経費がかかり

ます。 

会  長  小中一貫校を実施する場合の費用はどの程度かかるのか。 

事 務 局  小中一貫校を行っている東かがわ市の方では，60 億～80 億円の費用がかかったとお

聞きしておりますが，児童生徒数の規模によっては金額も変わりますので，次回の検討

委員会以降で試算した金額をお示し，試算金額を比較出来るよう資料を準備してまい

ります。 
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■第５回学校再編整備検討委員会 令和３年１２月２２日開催 

（主な議題） 

１．小中一貫・義務教育学校の整備費用について（試算） 

２．保護者・生徒用アンケートについて（結果） 

３．学校再編整備の考え方について（会長素案） 

（議題の概略説明） 

１．小中一貫・義務教育学校の整備費用について（試算） 

※資料内容については省略します。 

（市公式ホームページ等を参照，または教育委員会に備え付けの資料で閲覧してください） 

 

２．保護者・生徒用アンケートについて（結果） 

調査目的 

・小中学校の児童生徒数や学級数の規模等について、市内の保護者と生徒に対してアンケート

を実施し、学校施設の今後のあり方を考える基礎資料とする。 

  調査方法 

 Web アンケート 

  調査対象者 

・中学 2 年生保護者 363 名 

・中学 2 年生 363 名（R3.5） 

・小学 5 年生保護者 387 名 

  調査期間 

・令和 3 年 12 月 8 日（水）～12 月 15 日（水） 

 

調査結果 

学校名 中 2 保 回答率 中 2 生 回答率  学校名 小 5 保 回答率 

坂出中学校 74 56.9％ 127 97.7％ 坂出小学校 68 68.0％ 

東部中学校 36 43.4％ 79 95.2％ 東部小学校 30 55.6％ 

白峰中学校 87 59.2％ 139 94.6％ 金山小学校 21 60.0％ 

瀬居中学校 0 0 3 100％ 西庄小学校 6 66.7％ 

合計 197 54.3％ 348 95.9％ 林田小学校 40 74.1％ 

   加茂小学校 24 60.0％ 

 

 

府中小学校 11 52.4％ 

 川津小学校 25 59.5％ 

 松山小学校 21 63.6％ 

 合計 246 63.6％ 

 

※資料内容が複雑かつ大量につき省略します。 

（市公式ホームページ等を参照，または教育委員会に備え付けの資料で閲覧してください） 
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３．学校再編整備の考え方について（会長素案） 

※ 今回，会長素案が示され，会長による説明後，各委員からの活発な意見があり，今後，さら

に議論を重ね，とりまとめをしていくこととした。（継続審議）また，会長素案（資料）は，

学校再編・再編整備の基準づくりのための１つの叩き台としての性格を有するものであり，市

民に誤解等を与えないために非公開とすることとした。 

 

４．第５回検討委員会の意見等（概要）について 

（小中一貫・義務教育学校の整備費用について（試算）） 

会  長  我々検討委員の方で，東かがわ市への視察は可能なのでしょうか。 

事 務 局  委員の皆様方の中で，視察の希望がございましたら，東かがわ市教育委員会と調整の

上，可能な限り対応いたします。 

委  員  配布資料で東かがわ市の小中一貫校と坂出市で試算を行った小中一貫校の学級数を

比較した時，小学校と中学校で学級数に差が生じているのはなぜか。 

事 務 局  坂出市では，小学校から中学校に進学する際に，別々の中学校に分かれて進学する地

区があり，その現状を踏まえているため，学級数に差が生じています。こうした観点か

らも，小中一貫校を行う場合には，校区審議会において校区を見直していく必要があり

ます。 

委  員  全体的に校舎の老朽化が進んでいますので，新しく校舎を作り直した方が良いので

はないか。小中一貫校を設置する場合には，運動場の広さ等において，ある程度の敷地

の確保が必要になる。 

事 務 局  東かがわ市の小中一貫校では，プールを設置せず，授業では民間のプール施設を利用

しておりますので，学校を新しく作り直す際には，プールを設けず，民間施設を利用し

ていくのも良いのではないかと思います。 

会  長  学校再編で学校を新築する場合と，長寿命化等で既存の学校を改築する場合に国庫

補助の割合はそれぞれどうなっていますか。 

事 務 局  国庫補助には国の基準があり，学校再編で整備を行った場合には原則補助対象の 1/2

で，学校を改築する場合には原則補助対象の 1/3 となります。 

 

（保護者・生徒用アンケートについて（結果）） 

委  員  アンケート結果より，小学生の時に 1 学級で育った生徒の一定数は 1 学級を支持し

ていないことからも，その中には，固定された環境の中で辛い思いをした生徒が少なか

らず存在すると思われるので，単学級よりは複数学級の方が望ましい。 

 

（学校再編整備の考え方について（会長素案）） 

会  長  私は，前回の計画策定に携わっており，進歩状況も含めて客観的に見られる立場では

ありますが，坂出市の実情を知らないがために，委員の皆様方にとって見ると，とんで

もない提案や考え方をしている箇所があるかもしれませんので，委員の皆様から素案

に関して，ご質問やご意見等がありましたらお願いします。なお，この資料については，

委員会終了後に回収させていただきます。 
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委  員  地域住民は学校に対する思いが強いので，統廃合を実施する際には，学校が吸収され

たという認識を持たれないように，校名や制服，規則等も考えていかなければならない

と思う。 

委  員  先日，震度 3 の地震がありましたが，自然災害が起きても学校に通っている子ども

たちが安全・安心な教育環境が送れることを念頭において，学校再編を考えていかなけ

ればならない。 
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■第６回学校再編整備検討委員会 令和４年３月２８日開催 

（主な議題） 

１．学校再編整備計画の中間とりまとめ案について 

２．学校再編整備後の跡地利用について 

３．公共施設の整備運営手法について公共施設の整備手法について 

１．学校再編整備計画の中間とりまとめ案について 

※ 前回開催の第５回検討委員会における各委員からの意見集約を踏まえながら，引き続き会

長素案に対する意見交換を行った。また，中間的なとりまとめができ次第，これを素案として

パブリックコメント（市民からの意見公募）を実施していくこととした。 

なお，第６回の中間とりまとめ案については，前回と同様，市民に誤解等を与えないために

非公開とした。 

 

２．学校再編整備後の跡地利用について 

・学校再編整備後の跡地利用について（案） 

  学校再編整備後の跡地利用については，学校再編整備の工事が実施されるまでに，地元と協

議しながら具体的な利用計画を作成することが必要だと考えます。 

  学校は地域にとってのシンボルであり，財産でもあります。再編整備後の旧校舎の活用は，

全国的にも大きな課題となっています。２０１６年５月１日現在，２００２年以降に廃校とな

った施設は，７０％以上が体育・交流施設として活用され，近年は創業支援のためのオフィス

や地元産品の加工場等，地域経済の活性化につながる事例も増えています。 

  学校跡地については，以下のような視点からも利用計画についての整備が必要と考えます。 

 

 （１）地域のコミュニティセンターとしての機能 

    学校施設は多数の教室・会議室や屋内運動場を有し，小学校であれば校区の徒歩圏内に

位置しています。学校施設長寿命化計画において，修繕等で延命化を図ることができる施

設であれば，地域住民の集いの場としての機能を十分に担っていけるものと考えます。 

 

 （２）地域の防災拠点としての機能 

    学校施設には広い運動場及びその多くが避難所として指定されている屋内運動場を有

しており，給食調理場や調理実習室等の炊き出し施設として活用できる機能も有していま

す。また，校舎の耐震化も完了しており，立地条件を勘案しながら地域の防災拠点として

の活用が可能であると考えます。 

 

 （３）地域の子育て支援施設としての機能 

    学校施設は小・中学生の生活を考慮したものであり，階段・トイレ等もその年齢に対応

した基準で整備されており，多目的トイレについても整備されています。また，学校図書

も所蔵しており子育て世代のみならず，多年齢層での活用も期待できます。 

    なお，学童保育（仲よし教室）に関しては，帰宅時の対応等も踏まえ，学校再編整備が

実施されたとしても，従来の居住校区での実施が適当であると考えます。そのため，通学
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支援でもふれましたが，スクールバス等で居住校区の旧小学校への移送が必要となる場合

があります。 

 

（４）様ざまな施設としての有効活用 

    これまでにも，廃校となった学校施設を活用し，キャンプ場やレストラン，水族館や道

の駅等，多種多様な用途で活用がされています。また，ベンチャー企業への貸オフィスや

ＳＯＨＯとしての活用等も取り組まれています。広い校舎や施設をひとつの目的で利用す

るのではなく，必要な機能を複数持った施設としての活用も重要になると考えます。 

 

・廃校を活用した取り組みについて 

（１）全国の廃校施設の動向 

①廃校施設の発生状況 

文部科学省が実施した「廃校施設等活用状況実態調査（平成 31 年 3 月）」の結果による

と、平成 14 年度から平成 29年度までの 14年間で 7,583 校が廃校となっている。 

「平成の大合併」と呼ばれる市町村合併が最も盛んであった平成 16 年度に一時ピークを

迎えたが、その後も増加基調が続き、平成 24 年度にはピークを更新、近年は毎年約 400 校

前後が廃校となっている。平成 29年度の内訳をみると、小学校 249 校、中学校 74 校、高等

学校等 35校が廃校となり、小学校の廃校化が大きく、低年齢層の少子化が特に著しいこと

が表れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：廃校施設等活用状況実態調査（平成 31 年 3月）文部科学省 
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②廃校施設の活用状況 

廃校施設の活用状況については、施設が現存している廃校数（6,580 校）のうち、「活用

されているもの」は 4,905 校（74.5％）である一方、「活用されていないもの」は 1,675 校

（25.5％）ある。さらに、現在活用されていない施設のうち、今後の活用が決まっているも

のは 204 校（3.1％）にとどまり、1,295 校（19.7％）では活用用途が未定の状態である。 

 

出典：廃校施設等活用状況実態調査（平成 31 年 3月）文部科学省 

 

③廃校施設の活用用途 

現在活用されている廃校施設の活用用途については、「学校（大学を除く）」が 3,473 件、

「社会体育施設」が 1,581 件、「社会教育施設・文化施設」が 1,194 件となっている。 

 

 廃校施設の活用用途（複数回答 n=4,905） 

分類 回答数 

学校（大学を除く） ３，４７３件 

社会体育施設 １，５８１件 

社会教育施設・文化施設 １，１９４件 

福祉施設・医療施設等 ７０５件 

企業等の施設・創業支援施設 ７８３件 

庁舎等 ４１７件 

体験交流施設等 ４７７件 

備蓄倉庫 １７７件 

大学 ７６件 

住宅 ２２件 

 

出典：廃校施設等活用状況実態調査（平成 31 年 3月）文部科学省  
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（２）県内の廃校施設の動向 

①自治体数の状況 

香川県は平成 14 年 3 月以前に 5市 38 町の 43 あった自治体数が、令和３年度現在は８市

９町の１７自治体に減少しており、自治体数は半分以下になっている。 

 

②廃校施設の発生状況 

平成 14 年度～令和 2年度の県内における小学校・中学校・高等学校の減少数は、平成 17、

22、27 年度が最多の 11校であり、令和 2年度までに、77校が減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：香川県 学校基本統計（令和 2年度） 

 

（３）廃校施設活用の事例 

①廃校活用のための情報提供 

文部科学省は現在「～未来につなごう～『みんなの廃校』プロジェクト」を立ち上げ、情

報提供をしている。 

同ホームページには、令和 2 月 4 月に更新した廃校施設活用事例集（35 事例）や廃校活

用を検討する際に参考となる活用事例リンク集が掲載されており、令和 3年 8月現在、137

事例が以下の分野ごとに掲載されている。 
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廃校施設等活用事例（リンク集より） 

分類 事例数 

オフィス・工場など ２２ 

児童・高齢者などのための福祉施設 １１ 

アート・創造拠点などの文化施設 ２０ 

体験学習施設・宿泊施設など ５７ 

大学・専門学校などの教育施設 ２５ 

特産品販売・加工施設など ２ 

計 １３７ 

 

この他、廃校施設を活用する際に利用可能な補助金制度についても掲載されており、農林

水産省の「農山漁村振興交付金」、文部科学省の「地域スポーツ施設整備助成」など、活用

目的に応じた補助金制度が用意されている。 

 

②廃校施設活用の事例 

「廃校施設活用事例集」や「廃校活用を検討する際に参考となる活用事例リンク集」等を

踏まえ、特に、主に、「文化施設」、「社会体育施設」、「体験学習施設・宿泊施設」、

「レストラン」などの 5事例を示す。 

 

廃校施設活用の事例 

No. 分類 事例 

1 文化施設 美濃和紙用具ミュージアムふくべ（岐阜県美濃市） 

2 社会体育施設 海南スポーツセンター（和歌山県海南市） 

3 植物園・レストラン かえでの郷ひらら（奈良県宇陀市） 

4 
レストラン、パン工房、 

宿泊施設 
三代校舎ふれあいの里（山梨県北杜市） 

5 
体験交流型 

グリーンツーリズム施設 
秋津野ガルデン（和歌山県田辺市） 

 

※事例の詳細については，下記ＵＲＬ参照 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyosei/1296809.htm 
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３．公共施設の整備運営手法について 
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４．第６回検討委員会の意見等（概要）について 

（学校再編整備計画の中間とりまとめ案について） 

委  員  再編整備の検討が必要な地域については，地元住民の意見をよく聞いた上で，自由校

区にするか，校区の線引きを行うべきかを決める必要がある。 

委  員  小中一貫校を実現して欲しい。ただ，小規模校に通っていた生徒が大規模校に進学す

るとなった時に，子どもたちが環境の変化に上手く対応していけるようなサポートが

必要だ。 

委  員  瀬居小学校がこの 3 月末をもって廃校となりましたが，その地域に住む生徒たちへ

の通学支援はどうなったのか。 

事 務 局  保護者の意見を参考にした上で，生徒の通学に係る燃料費を支援することになりま

した。 

委  員  宅地造成を行った地区では現時点では人口が増加していることから，学校再編を行

うときに，地域から驚きの声や反発が出てくることが懸念される。 

委  員  スクールバス等の通学支援において，登校時は問題ありませんが，小学校は下校時間

がよく変わるし，中学校は部活動や試験等で下校時間に影響があることから，バス会社

等と事前に協議し，運用の中でクレームが生じないようにしていく必要がある。 

委  員  小学校は地域と密接に繋がっているため，地域住民にはそれだけ強い思いがあるの

で，一対一の再編や小規模校同士の再編ではなく，恒久的に残るような小中一貫校にす

るのが望ましい。 

 

（学校再編整備後の跡地利用について） 

委  員  学童保育（仲よし教室）を再編整備後も既存の学校に残していくことが，良いと思

う。地域住民には，小学校への熱い思いがあるので，もし再編整備したとしても，その

後も子どもたちで賑わうことは地域にとって良いことである。また，学童保育は通常，

部屋の中で宿題をしたりして過ごすが，学校の一画でそのような施設があれば，運動場

や体育館を利用して，体を動かすことが可能で，子どもの体力の向上に繋がる。 

委  員  学校跡地では，それぞれの学校が特色ある教育活動として取り組んできたことを，何

らかの形として伝承していかなければならない。 

委  員  王越小学校の跡地に出来た交流の里おうごしは，地域の拠点として機能しているが，

現在メインで活動されている方が 70 歳を超える高齢者の方が多く，今後の担い手不足

が懸念されている。将来の担い手や後継者不足のことについても考えていかなければ

ならない。 

委  員  小学校の校歌は何歳になっても覚えているものである。廃校になった後に，校歌が使

われなくなってしまうことは辛いので，配慮していかなければならない。 

 

（公共施設の整備運営手法について） 

委  員  給食センターの PFI 事業化により，民間の利潤追求により外国産や農薬を使った食

材が使われたりすることはあるのか。 

事 務 局  事業の中で，市がすること・事業者がすることを分担して決め，契約を交わしており

ますので，坂出市の場合，食材の選定は従来通り給食会の方で行います． 
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■第７回学校再編整備検討委員会 令和４年４月２７日開催 

（主な議題） 

１．学校再編整備計画の中間まとめ 

２．「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について」最終報告 

（議題の概略説明） 

１．学校再編整備計画の中間まとめ 

※ 前回開催の第 6 回検討委員会における各委員からの意見集約の内容を踏まえ，引き続き協

議を行い，中間まとめを行った。 

  なお，第７回の中間まとめ案については，前回と同様，市民に誤解等を与えないために非公

開とした。 

 

  ２．「新しい時代の学びを実現する学校施設の在り方について」最終報告 

  ※ 第２回学校再編整備検討委員会で議題として取り上げた，「新しい時代の学びを実現する学

校施設の在り方について」の最終報告が行われたため，今後の学校施設のあり方の指針となる

内容について，情報共有を行った。 
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３．第７回検討委員会の意見等（概要）について 

（学校再編整備計画の中間まとめについて） 

委  員  人口減少によって子ども同士や保護者間の繋がりが希薄になってきているので，学

校種毎より小中一貫校で学校再編をしていくのが望ましいのではないかと思う。 

委  員  小中一貫校の場合，敷地を十分に確保できるのかが懸念される。 

委  員  残った校舎をどうするのか，新しい校舎はどうしていくのかを十分に練っていかな

いと，地域の繋がりを大事にする地元には，理解が得られないのではないか。 

委  員  2000 年代に入り，不登校や自殺，中 1 ギャップが全国的な問題になった。子どもを

地域で育てていくのが難しくなっている中で，小中一貫校が全国的に導入されている

背景があるので，学校再編もその方向で進めて行く方が望ましい。 

委  員  中 1 ギャップの問題を埋める解決策の一つとして，小中一貫校を導入することは良

い案だと思うが，子どもがその壁を乗り越えることでたくましく成長していく面もあ

るので，そのハードルを失くしていくことが必ずしも良いとは言えない。 

委  員  地域の様ざまな場で後継者不足の問題があるように，学校再編においては市全体が

持続可能な発展をしていくことも考慮していかなければならない。 

委  員  小中一貫校で，小学生と中学生が同じ環境で学習できることは，幅広い年齢層でコミ

ュニケーションや交流が図れる等のメリットがあるが，同じ敷地内で異なる文化を持

つ小学校と中学校をどう結び付けていくのか，またハード面における課題もある。 
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会  長  それでは，以上の内容で，当検討委員会として，最終に近い形という位置付けでの中

間まとめにしたいと思います。如何でしょうか。 

委  員  （異議なし） 

 

（学校再編整備後の跡地利用について） 

委  員  教室と廊下の壁を取り払った教室は見た目が綺麗でいいなと思うが，刺激に弱い子

どもや発達障がいを抱える子どもにとっては苦痛となる可能性があるので，先進地で

の取り組みを参考に出来ればと思う。 

委  員  GIGA スクール構想で端末が一人一台配布されたので，市立図書館と連携して，図書

館の本が電子書籍で読めるような仕組みが出来れば，子どもたちの読書意欲の向上に

繋がるのではないか。 

委  員  学校の様子が家で閲覧できるような仕組みや環境が整備されたら，不登校の子も授

業が一緒に受けられるようになるのではないか。 

 

 

 

■第８回学校再編整備検討委員会 令和４年７月２２日開催 

（主な議題） 

１．東かがわ市立白鳥小中学校現地視察について    

２．パブリックコメント実施結果について 

３．答申案（会長素案）について 

（議題の概略説明） 

１．東かがわ市立白鳥小中学校現地視察について 

※ 令和４年７月４日（月）に実施した，東かがわ市立白鳥小中学校の現地視察について，参加

できなかった委員に対して情報共有を行った。 
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２．パブリックコメント実施結果について 

  ※ 令和４年６月１日～６月３０日にかけて行ったパブリックコメントの結果について，情報

共有を行った。（詳細はホームページで公開） 

○パブリックコメント募集期間 … 令和４年６月１日～６月３０日 

○パブリックコメント受理件数 … ６６件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．答申案（会長素案）について 

 ※ 答申案（会長素案）については，会長の素案のため非公表とする。 

 

４．第８回検討委員会の意見等（概要）について 

（東かがわ市立白鳥小中学校現地視察について） 

委  員  白鳥小中学校では，教員の配置にゆとりがあるように感じた。養護教諭においても，

小学校・中学校にそれぞれ配置されており，パーテーションで保健室を小学校・中学校

で区分けし，部屋を広く使いたい時は，パーテーションを閉めて，状況に応じて柔軟な

対応を取っているようだ。 

委  員  白鳥小中学校の児童生徒数ですが，現在は 1 学年 2 学級で運営しておりますが，令

和 2 年度の開校から 2 年間で児童生徒数が 60 人減少しており，低学年の児童数は，1

学年 40 人にも満たない状況です。児童生徒数の減少が見込まれる中，学校では，1 学

級の編成になっても，教室の配置を複合して対応が出来るようになっていた。 

委  員  学童保育専用の駐車場があり，送迎時における接触トラブルが回避できるよう，学校

と市がエリアで分け，連携していた。 

委  員  身体の成長が盛んな 5，6年生の場合，小学校の制服の買い替えが必要となる場合，

中学生の制服が先替えして着用可能となっており，保護者目線で柔軟に対応出来てい

る点が良いと思った。 
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会  長  実際の小中一貫校を目にして，また児童生徒の活動状況を視察して，少し具体的なイ

メージが出来たかなと思います。 

 

（パブリックコメント実施結果について） 

委  員  今回意見のなかったある校区では，校舎の老朽化や少子化により，学校再編はやむを

得ないと感じている人が一定数いるように感じる。 

会  長  今回のような意見を応募する場合，反対や疑問のような意見が出やすいというのは

あるかもしれませんが，貴重なご意見を傾聴し，参考にしていかなければならない。 

委  員  「学校をどこに建てるか」という点においては，市と学校が協力して，地域の方々に

納得していただけるように，地域の捉え方を考慮して説明をしていく必要がある。 

委  員  年配の世代から意見が挙がっている地域の子育て世代は，市のＰＴＡ活動等に消極

的であり，そのような地域では世代間において，地域の学校に対する想いに大きな差が

出ているように感じる。 

委  員  パブリックコメントの意見を見ると，市の中心部と郊外の地域では，学校再編に対す

る考え方が違うように感じた。学校再編においては，様ざまな観点や要素を考慮する必

要があるが，子どもの教育環境を第一に考えることが大事だ。 

委  員  坂出市の場合，東かがわ市と違い，校区がはっきりとしない問題点がある。 

委  員  西部小学校と中央小学校が統合する際には，ＰＴＡとスポーツ少年団がこれからは

一緒になるという将来を見据えて，活動に取り組んでいた。学校再編では，地域のその

ような意識が大事なのではないか。 

会  長  応募された意見の中には，「今回の検討委員には，地域の代表が出ていないから，地

域の意見が反映されていない」との厳しい声もありました。前回の検討委員会では，各

校区の代表者も参加していましたが，委員の中には議論を重ねる中で，意見が真逆に変

わり，立場として意見を述べざるを得ない状況を見てきました。母体を気にせず，自由

に議論を交わせる方が，良いのではないかと思います。 

委  員  今回いただいたパブリックコメントの意見を見ると，どれも私たちがこの場で議論

してきたことの想定の範囲内にあり，その想いを答申として形に出来たらと思う。 

 

 

■第９回学校再編整備検討委員会 令和４年９月２２日開催 

（主な議題） 

１．答申案について    

２．答申日程ついて 

３．その他 

（議題の概略説明） 

１．答申案について 

※ 答申案について協議し，最終調整を行った。 

 

２．答申日程について 

※ 答申日程については，後日調整する事となった。 
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３．その他 

※ 答申後の予定について。 

 

４．第９回検討委員会の意見等（概要）について 

（答申案について） 

委  員  県内で小中一貫校を導入している学校を具体的に示した方が良い。 

委  員  学校再編後の地域コミュニティにおいては，それぞれの地域がこれまでの取り組み

を基に，主体的に取り組んで欲しい。 

委  員  学校再編によって地域の活力が失われることが懸念されるが，学校再編後において，

どの地域でも放課後に子どもたちが集い，過ごせるような施設や跡地の利用を十分に

検討しなければならない。 

委  員  少子化や施設の老朽化により，学校再編をやむを得ないと言うよりも，子どもたちが

適正な規模に教育環境に身を置くことで，より良い教育が実現出来る面に重きを置い

て説明をしないと，中々理解を得られないのではないか。 

 

（審議終了後） 

会  長  本日をもって実質的な審議を終了することとなります。 

  委員の皆様におかれましては，昨年の 7 月に諮問を受けてから今日まで，皆様のご

協力を得て，ここまで来ることが出来ました。心より感謝申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


